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イ 防衛省競争参加資格の「建築一式工事」
に係る経営事項評価数値（資格審査結果通
知書の記３の経営事項評価数値欄の点数）
が、代表者は1200点、代表者以外の構成
員は1100点以上であること。
ウ 競争参加資格確認申請書の提出期限の日
から認定を行う日までの期間に、北関東防
衛局長から、工事請負契約等に係る指名停
止等の措置要領について（防整施（事）第
150号。28. 3.31）に基づく指名停止を受
けていないこと。
エ 上記１に示した工事に係る設計業務等の
受注者（受注者が共同体である場合におい
ては、当該共同体の各構成員をいう。以下
同じ。）又は当該受注者と資本若しくは人事
面において関連がある建設業者でないこ
と。

 構成員の技術的要件等 特定建設工事共同
企業体の構成員は、次に掲げる要件を満たす
ものとする。
ア 代表者は、平成15年度以降に、元請けと
して完成・引渡しが完了した工事のうち、
構造が鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コ
ンクリート造の地上５階建て以上で、建物
延べ面積が5000以上（１棟当たり）の
新設建築工事を施工した実績を有すること
（建設共同企業体の構成員としての実績は、
出資比率が20％以上のものに限る。）。ただ
し、代表者以外の構成員は、平成15年度以
降に、元請けとして完成・引渡しが完了し
た工事のうち、構造が鉄筋コンクリート造
又は鉄骨鉄筋コンクリート造の地上３階建
て以上で、建物延べ面積が3000以上（１
棟当たり）の新設建築工事を施工した実績
を有すること（建設共同企業体の構成員と
しての実績は、出資比率が20％以上のもの
に限る。）。
イ 建設業法の建築一式工事につき許可を有
しての営業年数が５年以上であること。
ウ 建築一式工事に係る監理技術者又は国家
資格を有する主任技術者を工事現場に専任
で配置できること。

 出資比率要件 すべての構成員が、均等割
りの10分の６以上の出資比率であるものとす
る。
 代表者の要件 代表者は、建築一式工事に
係る施工能力が大きいと認められる者とす
る。また、代表者の出資比率は、構成員中最
大であるものとする。

８ 上記７アに掲げる競争参加資格の級別の格
付を受けていない者を含む特定建設工事共同企
業体も上記６により申請することができる。こ
の場合、上記７アに掲げる競争参加資格の級
別の格付を受けていない者は、上記７ア及び
イに示す構成員の要件を得る必要がある。
なお、当該工事の開札の時までに特定建設工
事共同企業体としての資格の審査が終了してい
ないとき又は上記７アに掲げる競争参加資格
の級別の格付を受けていない者が当該工事の開
札までに上記７ア及びイに示す構成員の要件
を得ていないときは、特定建設工事共同企業体
としての資格がないものとする。
９ 資格審査結果の通知
「資格審査結果通知書」により通知する。

10 資格の有効期間
資格審査結果通知の日から工事請負契約の履
行後３か月以内を経過するまでとする。ただし、
当該工事の受注者以外の者であっては、当該工
事の請負契約が締結された日までとする。
11 その他
 特定建設工事共同企業体の名称は、「練馬
宿舎新設等建築工事〇〇〇・〇〇〇・〇〇〇
建設共同企業体」とする。
 当該工事に係る競争に参加するためには、
開札の時において、特定建設工事共同企業体
としての資格の認定を受け、かつ、当該工事
の「入札公告（建設工事）」に示す手続きに従
い、資格審査結果の通知を受けていなければ
ならない。

意見招請に関する公示
次のとおり調達物品の仕様書案の作成が完了し
たので、仕様書案に対する意見を招請します。
平成 30 年８月 22 日
国立研究開発法人日本原子力研究開発機構

契約部長 根本伸一郎
◎調達機関番号 817 ◎所在地番号 08
〇第 301206２号
１ 調達内容
 品目分類番号 16
 購入等物品及び数量 「常陽」運転訓練用
シミュレータの更新 一式

２ 意見の提出方法
 意見の提出期限 平成30年９月14日15時00
分（郵送の場合は必着のこと。）
 提出先 〒3191184 茨城県那珂郡東海村
大字舟石川765番地１ 国立研究開発法人日
本原子力研究開発機構 契約部 契約第１課
電話08046273501

３ 仕様書案の交付
 交付期間 平成30年８月22日から平成30年
９月14日まで。
 交付場所 上記２に同じ。
４ 仕様書案の説明会
 開催日時 平成30年９月３日14時00分
 開催場所 〒3111393 茨城県東茨城郡大
洗町成田町4002番地 国立研究開発法人日本
原子力研究開発機構 大洗研究所 交流棟会
議室（南門警備所裏）

５ Summary

 Classification of the products to be pro‑

cured ; 16

 Nature and quantity of the products to be

purchased ; Replace of the JOYO operating

simulator for training, 1 set

 Time‑limit for the submission of com‑

ments : 3 : 00 PM, 14 September 2018

 Contact point for the notice ; Contract

Section 1, Contract Department, Japan

Atomic Energy Agency, 7651, Funais‑
hikawa Tokai‑mura Naka‑gun Ibaraki‑ken

3191184 Japan. TEL 08046273501

随意契約に関する公示

次のとおり随意契約について公示します。
平成 30 年８月 22 日

全国健康保険協会理事長 安藤 伸樹
◎調達機関番号 427 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 購入等件名及び数量 船員保険におけるコ
ラボヘルス（船舶所有者と協働した船員保険
加入者の健康づくり）を推進するための支援
業務委託

２ 随意契約の予定日 平成30年９月11日

随意契約に関する公示
次のとおり随意契約について公示します。
平成 30 年８月 22 日

国立研究開発法人情報通信研究機構
契約担当理事 田尻 信行

◎調達機関番号 816 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 24
 購入等件名及び数量 道路交通インフラに
おける実時間通信環境測定システムの開発
一式

２ 随意契約の予定日 平成30年９月11日
３ 随意契約によることとする「政府調達に関す
る協定」の規定上の理由 ｄ「互換性」
４ 随意契約を予定している相手方の名称
株式会社コア

５ 担当部局 〒1848795 東京都小金井市貫井
北町４２１ 情報通信研究機構財務部契約
室 契約管理グループ 電話0423276115
６ Summary

 Classification of the products to be pro‑

cured : 24

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Development of a real‑time co‑

mmunication measurement system in trans‑

port infrastructure, 1 set

 Expected date of the contract award : 11

September 2018

 Reasons for the use single tendering pro‑

cedures as provided for in the Agreement

on Government Procurement : d Interc‑

hangeability

 Contact point for the notice : Contract

Management Group, Contract Office, Fi‑

nancial Affairs Department, National Insti‑

tute of Information and Communications

Technology, 421 Nukui‑Kitamachi Ko‑
ganei‑shi Tokyo 1848795 Japan TEL
0423276115
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